
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　撮像手段から出力された映像信号を記録媒体に記録する機能 前記記録媒体から映像
信号を再生する機能 を有する記録再生手段と、
　前記記録再生手段の動作状態を再生状態にするための操作手段と、
　前記記録再生手段の動作状態を記録状態にするためのスイッチとを有し、
　前記記録再生手段が前記記録媒体から映像信号を再生している であり、 つ、無線
送信手段が前記記録媒体から再生され 映像信号を無線で送信していない に

前記スイッチが操作された は、
前記無線 信手段に前記記録媒体から再生され 映像信号の送信を開始させ

ることを特徴とするビデオカメラ。
【請求項２】
　前記無線送信手段は、スペクトラム拡散変調を行うスペクトラム拡散変調手段を有する
ことを特徴とする請求項１に記載のビデオカメラ。
【請求項３】
　前記スイッチは 前記記録再生手段の動作状態を記録一時 状態 に
するためのスイッチでもあり、
　前記スイッチに対する操作に応じて前記記録再生手段の動作状態を記録一時 状態か
ら記録状態に変更 場合は、前記無線 信手段に前記記録媒体に記録される映像信号の
送信を開始させること 徴とする請求項１または２に記載のビデオカメラ。
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【請求項４】
　前記スイッチは 前記記録再生手段の動作状態を 記録一時 状態に
するためのスイッチでもあり、
　前記スイッチに対する操作に応じて前記記録再生手段の動作状態を記録状態から記録一
時停止状態に変更 場合は、前記無線 信手段に前記記録媒体に記録される映像信号の
送信を停止させることを特徴とする請求項１ ３の何れか１項に記載のビデオカメラ。
【請求項５】
　撮像手段から出力された映像信号を記録媒体に記録する機能 前記記録媒体から映像
信号を再生する機能 を有する記録再生手段と、
　前記記録再生手段の動作状態を再生状態にするための操作手段と、
　前記記録再生手段の動作状態を記録状態にするためのスイッチとを有するビデオカメラ
の制御方法であって、
　前記記録再生手段が前記記録媒体から映像信号を再生している であり、 つ、無線
送信手段が前記記録媒体から再生され 映像信号を無線で送信していない に

前記スイッチが操作された は、
前記無線 信手段に前記記録媒体から再生され 映像信号の送信を開始させ

ることを特徴とする制御方法。
【請求項６】
　前記無線送信手段は、スペクトラム拡散変調を行うスペクトラム拡散変調手段を有する
ことを特徴とする請求項５に記載の制御方法。
【請求項７】
　前記スイッチは 前記記録再生手段の動作状態を記録一時 状態 に
するためのスイッチでもあり、
　前記スイッチに対する操作に応じて前記記録再生手段の動作状態を記録一時 状態か
ら記録状態に変更 場合は、前記無線 信手段に前記記録媒体に記録される映像信号の
送信を開始させること 徴とする請求項５または６に記載の制御方法。
【請求項８】
　前記スイッチは 前記記録再生手段の動作状態を 記録一時 状態に
するためのスイッチでもあり、
　前記スイッチに対する操作に応じて前記記録再生手段の動作状態を記録状態から記録一
時停止状態に変更 場合は、前記無線 信手段に前記記録媒体に記録される映像信号の
送信を停止させることを特徴とする請求項５ ７の何れか１項に記載の制御方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は デオカメラ に関す
【０００２】
【従来の技術】
従来、ＶＴＲ一体型のビデオカメラやビデオカメラで撮影した映像、音声等を観賞するに
は、これらの装置をコードなどによりテレビジョン受像器やモニタ用のディスプレイに接
続しており、これによって映像をディスプレイ上に再現し、音声を出力していた。
【０００３】
また、他方では映像信号を無線により伝達することで、複数のビデオ機器間において映像
信号の授受を行い得るようにする技術も各種開発されつつある。例えば、ＦＭ変調された
赤外線を用いて映像信号や音声信号を送受信する技術も開発されている。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
従来のように複数のビデオ機器をコードなどにより接続することは、一般のユーザにとっ
ては非常に煩わしいことであり、しかも、近年のように各種のビデオ機器を家庭で保有す
ることとなれば、配線のミスなども起こりやすいことになり、なおさら、この問題は大き
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な問題となりつつある。
【０００５】
また、特にカメラ一体型のＶＴＲ等は撮影時には通常他のビデオ機器と接続されずに操作
されることになるので、観賞のためのみに他のディスプレイ機器との接続を行わなくては
ならない。しかも、撮影中においても遠隔地においてその操作を行ったり、観賞を行う必
要性も高く、このコードの接続の煩わしさはこの種カメラ一体型ＶＴＲの１つの欠点とも
いえる。
【０００６】
一方、無線技術を用いることを考察するに、従来の無線装置は一般的に、ビデオ機器とは
別体に設けられている。例えば、赤外線の送信ユニットをビデオ機器とは別個に用意する
ことになり、結局このビデオ機器と赤外線の送信ユニットや受信ユニットの接続が必要に
なり、配線の手間は従来に比して改善されておらず、この種の機器の民生機器への適用を
阻害することになっていた。
【０００７】
また、赤外線の送受信ユニットを用いた場合には、伝送情報量の不足、観賞や妨害などに
よる情報の劣化、指向性の制限、伝送距離の短さなどの欠点があった。更に、この種の機
器は伝送するための消費電力が大きく、ビデオカメラ一体型ＶＴＲの様な携帯用機器に搭
載されているバッテリーを電源とする場合には消費電力の増加に伴い撮影／記録時間が短
くなってしまう。
【０００８】
また、そのために送受信ユニットの電源スイッチをこまめにオンオフしたりすることは、
撮影時の作業を非常に複雑化することになり好ましくない。特に遠隔地においてカメラ一
体型ＶＴＲを操作したい場合にあっては、カメラ一体型ＶＴＲ側の送受信ユニットの電源
をオンオフすることは事実上不可能に近い。
【０００９】
本発明は、上述の問題に鑑みてなされたものであり、操作性に優れ、配線の煩雑さもない
ビデオカメラを提供するところを目的とする。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
　本発明 ビデオカメラは、撮像手段から出力された映像信号を記録媒体に記録する
機能 前記記録媒体から映像信号を再生する機能 を有する記録再生手段と、前記記録
再生手段の動作状態を再生状態にするための操作手段と、前記記録再生手段の動作状態を
記録状態にするためのスイッチとを有し、前記記録再生手段が前記記録媒体から映像信号
を再生している であり、 つ、無線送信手段が前記記録媒体から再生され 映像
信号を無線で送信していない に 前記スイッチが操作された は、

前記無線 信手段に前記記録媒体から再
生され 映像信号の送信を開始させることを特徴とする。
　また、本発明 制御方法は、撮像手段から出力された映像信号を記録媒体に記録す
る機能 前記記録媒体から映像信号を再生する機能 を有する記録再生手段と、前記記
録再生手段の動作状態を再生状態にするための操作手段と、前記記録再生手段の動作状態
を記録状態にするためのスイッチとを有するビデオカメラの制御方法であって、前記記録
再生手段が前記記録媒体から映像信号を再生している であり、 つ、無線送信手段が
前記記録媒体から再生され 映像信号を無線で送信していない に 前記ス
イッチが操作された は、 前
記無線 信手段に前記記録媒体から再生され 映像信号の送信を開始させることを特
徴とする。
【００１１】
【発明の実施の形態】
以下、図面を参照して、本発明に好適な実施例について詳細に説明する。
【００１２】
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図１は、本発明に好適な一実施例におけるビデオカメラ一体型ＶＴＲ１０と、モニタ装置
２５とからなるビデオシステムであって、ＶＴＲ１０とモニタ装置２５との間はスペクト
ラム拡散方式により互いに信号を授受可能としている。カメラ一体型ＶＴＲ１０内のスペ
クトラム拡散（ＳＳ）送受信回路４及びモニタ装置２５内のＳＳ送受信回路２２の具体的
な構成は図２に示すとおりである。
【００１３】
図２において、７は送受信のためのアンテナ、３１は送信、受信、送受信などの各種モー
ドを切り換えるためのバスセレクタ、３２は拡散変調回路、３３は逆拡散変調回路、３４
は拡散符号発生回路、３５は拡散変調回路３２にて変調される送信データが入力される端
子、３６は逆拡散変調回路３３により復調された受信データを出力する端子である。
【００１４】
上述の構成において、映像信号や音声信号などの送信データを送信する際には、ＶＴＲ１
０側のＳＳ送受信回路４内における拡散変調回路３２において、拡散符号発生回路３４か
らの符号によって送信データを拡散変調する。この拡散変調されたデータはバスセレクタ
３１によってアンテナ７に供給され、該アンテナ７を介してモニタ装置２５側に供給され
る。このような送信動作はモニタ装置側で後述する操作データを送信する場合においても
ほぼ同様である。
【００１５】
モニタ装置２５側のアンテナ２７にて受信されたデータはモニタ装置２５側のＳＳ送受信
回路２０内のバスセレクタ３１に入力され、該バスセレクタ３１を介して逆拡散変調回路
３３に入力される。ここで、逆拡散変調回路３３は拡散符号発生回路３４からの符号を用
いて受信信号を逆拡散変調して受信データが得られることになる。このような受信動作は
ＶＴＲ１０側で操作データを受信する場合においてもほぼ同様である。
【００１６】
図１において１は光学像を集光し、後段の撮像素子２上に像形成するためのレンズ群であ
り、撮像素子２は例えばＣＣＤなどにより構成され、光学像を電気信号に変換して信号処
理回路３に供給する。信号処理回路３は撮像素子２からの信号を、表示に適した信号形態
としたり、通信に適した信号形態としたり、磁気記録再生に適した信号形態とする処理を
行う。
【００１７】
ここで、ファインダ１６に表示するための信号および外部入出力端子１２に出力する信号
は、例えばＮＴＳＣ信号のような標準テレビジョン信号のようなアナログ信号である必要
があり、信号処理回路３は撮像素子２からの信号をこの種の信号に変換する。このような
処理については本件出願以前に周知の技術であるので、本件明細書においてはその詳細な
内容については省略する。
【００１８】
一方、スペクトラム拡散方式による通信を行うに適した信号形態にするため、信号処理回
路３は撮像素子２からの信号をデジタル化し、高能率符号化等により帯域圧縮を行ってデ
ータレートを低下させて後、ＳＳ送受信回路４に供給する。尚、デジタル化回路や高能率
符号化回路についても周知のものを適用できる。
【００１９】
また、記録再生部９に供給する信号としては記録再生方式によるが、周知のアナログＶＴ
Ｒの記録再生部を用いる場合には色副搬送波信号を形成し、これをＦＭ変調輝度信号の低
域に配して、記録信号を形成する。また、デジタルＶＴＲの記録再生部を用いる場合には
、デジタル化し、高能率符号化した後、誤り訂正用のパリティコードを付加するなどの処
理を行う。
【００２０】
図１において、５はＶＴＲ１０内の各回路を司るマイクロプロセッシングユニット（ＭＰ
Ｕ）、６はこのカメラ一体型ＶＴＲ１０の様々な動作を指示する操作部、８は特にこのカ
メラ一体型ＶＴＲ１０の記録の開始、一時停止などを指示するいわゆるトリガスイッチ、
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１２は外部機器との信号の授受を不図示のケーブルを介して行うための入出力端子、１３
はマイクロフォンである。マイクロフォン１３にて周音された音声信号は、信号処理回路
３に入力され、撮像素子２より出力される映像信号と同様に、ＳＳ通信に適した信号形態
としたり、磁気記録再生に適した信号形態とする処理を行う。
【００２１】
上述の構成において、ビデオカメラ一体型のＶＴＲ１０における撮影時、映像信号は撮像
素子２から信号処理回路３に供給され、一方、マイクロフォン１３により集音された音声
信号も信号処理回路３に供給される。信号処理回路３においては、映像信号及び音声信号
の各々について上述の処理を行った後、ファインダ１６、入出力端子１２、記録再生部９
及びＳＳ送受信部４等に供給される。このとき不図示のカメラ部の動作、例えば、ズーム
比の切換やモードの設定などは操作キー６及びトリガスイッチ８の操作に従いＭＰＵ５に
よって決定される。また、記録再生部９の動作もこの操作キー６及びトリガスイッチ８の
操作に従ってＭＰＵ５によって決定される。
【００２２】
モニタ装置２５において、２１はこのモニタ装置２５全体を司るＭＰＵ、２０はＳＳ送受
信回路である。信号処理回路２２は、ＳＳ送受信回路２０において受信したディジタル映
像信号を復号し、ＮＴＳＣ信号の如き通常のディスプレイにて表示可能な信号形態に変換
して、ディスプレイ２３に供給する。
【００２３】
操作キー２４は、このモニタ装置２５の動作を制御すると共にカメラ一体型ＶＴＲ１０の
動作を指示可能な操作キーであって、この操作キー２４からの指示情報はＭＰＵ２１に供
給されると共にＳＳ送受信回路２０にも供給され、この送受信回路２０を介してカメラ一
体型ＶＴＲ１０に送信される。ＶＴＲ１０側では、この操作キー２４からの操作情報をＳ
Ｓ送受信回路４にて受信し、ＭＰＵ５に供給し、カメラ一体型ＶＴＲ１０の動作を制御可
能に構成されている。
【００２４】
次に、更に具体的な動作について、図３のタイミングチャートを用いて時系列に説明する
。図３において、ａはトリガスイッチ８の操作状態を示し、図中ハイレベルで示される期
間がトリガスイッチが押釦されている期間を示し、ローレベルで示されている期間が押釦
されていない期間を示している。図１のＶＴＲは２種類のモードを有し、このモードは操
作キー６の操作によって切換自在となっており、モード１は動作の制御がＶＴＲ１０本体
において行われる通常モードであり、モード２は動作の制御が主にモニタ装置２５側で行
われるリモートモードである。ｂは記録再生部９の動作状態、ｃはモード１におけるＳＳ
送受信回路４の動作状態、ｄはモード２におけるＳＳ送受信回路４の動作状態をそれぞれ
示している。
【００２５】
まず、モード１における動作について説明する。今、タイミングｔ０においてＶＴＲ１０
が記録一時停止状態であるとする。記録一時停止状態とは周知のように撮像素子２は動作
状態にあり、記録再生部９は記録は行わないものの記録を即座に行える状態のことである
。トリガスイッチ８がタイミングｔ１において操作されたとすると、記録再生部９はこの
タイミングｔ１において映像及び音声信号の記録を開始して記録モードとなり、これに同
期して、ＳＳ送受信回路４のモードはスタンバイ状態から送信状態に切り換わり、このと
き撮像されている映像及び音声信号をアンテナ７を介してモニタ装置２５側に送信する。
ここで、スタンバイ状態とは送信及び受信を行わず、ＳＳ送受信回路４の回路消費電力を
最小限に抑えた状態である。モニタ装置２５側のＳＳ送受信回路２０にて受信された映像
及び音声信号は、ディスプレイ２３及び不図示のスピーカから出力される。
【００２６】
次に、タイミングｔ２において再度トリガスイッチ８が押釦された場合には、記録再生部
９においては信号の記録を一時停止し、ＳＳ送受信回路４のモードは送信状態からスタン
バイ状態に戻る。その後、タイミングｔ３において操作キー６内の停止キーが操作された
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とすると、ＶＴＲ１０は停止状態になる。ここで、停止状態とは記録再生部９における記
録再生を行わず、且つ、撮像素子２における撮像動作も停止した状態をいう。この停止状
態においては、トリガスイッチ８の操作に係わりなく、ＳＳ送受信回路４のモードはスタ
ンバイ状態となる。
【００２７】
続いてタイミングｔ４において、操作キー６内の再生キーが操作されたとすると、ＶＴＲ
１０は再生モードになり、記録媒体である磁気テープ上に記録されている映像信号及び音
声信号が再生され信号処理回路３に供給される。この再生モードにおいて、撮像素子２が
動作しないのはいうまでもない。ここで、信号処理回路３はこの再生された信号をＮＴＳ
Ｃ信号の如き表示可能な信号に変換してファインダ１６に供給すると共に、この信号をＳ
Ｓ送受信回路４に入力する。ＶＴＲ１０が再生モードにある時に、タイミングｔ５におい
てトリガスイッチ８が操作されたとすると、ＶＴＲそのものはその動作を変更しないが、
ＳＳ送受信回路４のモードはスタンバイ状態から送信状態に切り換わる。これによって、
記録再生部９にて再生された映像及び音声信号はアンテナ７を介してモニタ装置２５側に
送信され、同様にディスプレイ２３及びスピーカから出力される。この状態で、タイミン
グｔ６において再度トリガスイッチ８が操作されると、ＶＴＲそのものは再生モードのま
まで、ＳＳ送受信回路４のモードはスタンバイ状態に戻る。
【００２８】
このようにモード１においては、スタンバイ状態になる期間が非常に長く、消費電力の点
で有利である。また、スタンバイ状態にするために特別なキー操作を必要とせず、操作性
の点でも非常に優れているといえる。
【００２９】
次に、モード２の動作について説明する。モード２においてはモード１においてＳＳ送受
信回路４を送信状態にする期間は、ＳＳ送受信回路４を送受信状態とし、スタンバイ状態
とする期間については受信状態とする。即ち、ＶＴＲ１０が動作中の全ての期間において
、少なくともＳＳ送受信回路４がモニタ装置２５側からの送信データを受信できる状態に
している。これは、モニタ装置側の操作キー２４においてＶＴＲ１０の動作を指示した場
合に、それを検知し、リモート操作を可能とするためである。
【００３０】
このモード２を用いることにより、モード１に比して消費電力は若干大きくなるが、ユー
ザーにとっては極めて快適な操作環境が得られることになる。即ち、モニタ装置２５側で
、実際に撮影している画像を見て、音声を聞きながら離れた位置にあるビデオカメラ一体
型のＶＴＲの制御、特にカメラの制御が可能となりこの点で非常に有利である。本実施例
においては、このように２つのモードを用意することにより、その使用状況に応じて有利
なモードを選択できるので、この点においても大きな効果が得られている。
【００３１】
次に、本発明に好適な他の実施例について図４及び図５を用いて説明する。図４は、本発
明に好適な他の実施例におけるビデオカメラ１１及びＶＴＲ１６を含むシステムを示し、
図４において図１と同一の構成要件については同一の番号を付している。尚、図４におい
てモニタ装置２５は省略しているが、図１のものと同一のものを使用可能である。
【００３２】
図４において、１４はビデオカメラ１１とＶＴＲ１６との間で、操作信号やモード信号な
どの各種制御信号及び、映像信号や音声信号などの情報信号を授受するためのインターフ
ェース（Ｉ／Ｆ）であって、ＭＰＵ５により制御されるものである。本実施例のシステム
においてはＳＳ送受信回路４からモニタ装置２５側に出力可能な情報信号は撮像素子２か
ら得られた映像信号と、マイクロフォン１３から得られた音声信号であり、ＶＴＲ１６で
の再生映像信号は送信できない。また、モニタ装置２５側の操作キー２４を用いて制御可
能な動作はビデオカメラ１１内の動作のみであり、ＶＴＲ１６の制御はできない。
【００３３】
図４のシステムの動作について図５のタイミングチャートを用いて説明する。図５におい
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てａはＶＴＲ１６の動作状態を示し、このＶＴＲ１６の動作状態はインターフェース（Ｉ
／Ｆ）１４を介して常にＭＰＵ５に告知されている。本実施例のシステムにおけるＳＳ送
受信回路４もまた、先に説明した第１の実施例と同様にモード１及びモード２を有し、同
様にモード１が省電力モード、モード２がリモート操作モードである。図５において、ｂ
は上記モード１におけるＳＳ送受信回路４の状態を示し、ｃは上記モード１におけるＳＳ
送受信回路４の状態を示す。
【００３４】
本実施例のシステムにおいては、図５から明らかなようにモニタ装置２５側で、ビデオカ
メラ１１を制御する場合には記録一時停止状態においても如何なる画面が撮影されている
かを確認する必要があるとの配慮から、ＶＴＲ１６が記録モードであるとき以外に、記録
一時停止モードにおいてもビデオカメラ１１にて撮影した画面をモニタ装置２５側に送信
する構成としている。
【００３５】
モード１の際のＳＳ送受信回路４の動作について、以下簡単に説明する。図５に示すよう
に、今タイミングτ１においてＶＴＲ１６が停止状態にあるとするとＳＳ送受信回路４は
前述のスタンバイ状態となる。次いで、タイミングτ２において操作キー６中の所定のキ
ーの操作すると、ＭＰＵ５はビデオカメラ１１を撮影状態にすると共に、ＶＴＲ１６を記
録一時停止状態とする。その後、タイミングτ３においてトリガスイッチ１５の操作によ
りＶＴＲ１６が実際の記録を開始するがこのときには、ＳＳ送受信回路４の動作そのもの
は変化しない。
【００３６】
記録動作中、タイミングτ４において、操作キー６中の停止キーなどの操作によりＶＴＲ
１６を停止すると、ＭＰＵ４はビデオカメラ１１の撮影状態をも解除する。更に、タイミ
ングτ５において、操作キー６中の再生キーの操作によりＶＴＲ１６を再生状態とするが
、ＶＴＲ１６で再生された映像信号や音声信号はモニタ２５側に送信できないので、ＳＳ
送受信回路４はスタンバイ状態のままとする。同様にτ６において、操作キー６中の早送
りもしくは巻き戻しキーを操作してＶＴＲ１６を高速サーチモードとしたり、タイミング
τ７において操作キー６中のポーズしキーを操作してＶＴＲ１６をスチル再生モードとし
てもＳＳ送受信回路４はスタンバイ状態のままとする。
【００３７】
尚、モード２の動作については、先の実施例と同様にモード１においてＳＳ送受信回路４
を送信状態にする期間は、ＳＳ送受信回路４を送受信状態とし、スタンバイ状態とする期
間については受信状態とする点が異なる。
【００３８】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明によれば、操作性に優れ、配線の煩雑さもないビデオカメラ
を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に好適な一実施例としてのビデオカメラ一体型ＶＴＲ及びモニタ装置から
なるシステムを示すブロック図である。
【図２】図１のシステム中のＳＳ送受信器のより詳細な構成を示すブロック図である。
【図３】図１のシステムの動作を説明するためのタイミングチャートである。
【図４】本発明に好適な他の実施例としてのビデオカメラ１１、ＶＴＲ１６及びモニタ装
置からなるシステムを示すブロック図である。
【図５】図４のシステムの動作を説明するためのタイミングチャートである。
【符号の説明】
１　レンズ
２　撮像素子
３　信号処理回路
４，２０　ＳＳ（スペクトラム拡散）送受信回路
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５，２１　マイクロプロセッシングユニット（ＭＰＵ）
６，２４　操作キー
７，２７　アンテナ
８，１５　トリガスイッチ
９　記録再生部
１０　ビデオカメラ一体型ＶＴＲ
１１　ビデオカメラ
１２　入出力端子
１３　マイクロフォン
１４　インターフェース（Ｉ／Ｆ）
２３　ディスプレイ
３１　バスセレクタ
３２　拡散変調回路
３３　逆拡散変調回路
３４　拡散符号発生回路
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】
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